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The stability of stones for a rubble mound used as a habitat for rocky shore fisheries resources

was examined by two-dimensional hydraulic model experiment using irregular waves.We examined the

scattering characteristics of stone by changing the structure of the mound and the waves conditions.

Based on the results we proposed a calculation method of stable weight of stone materials for

rubble mound habitat. The stability number Ns was formulated as a function of the ratio

of water depth to wave length. We also examined the influence of weight distribution

of stone materials on the mound stability.
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1.ま えがき

現在、浅海漁業において重要な水産資源であるコ

ンブなどの海藻類やアワビ,ウ ニ類などの海産生物

資源は減少傾向にある。このため、これまでの漁業

形態に加え 「つくり育てる漁業」が盛んに行われ、

種苗放流をはじめとする漁業管理の強化および漁場

造成など資源回復の試みが数々行われている。また、

資源増加のため港湾,漁 港の開発においても周辺の

生態系との調和 ・共存を考慮することが求め られて

いる。こうした水産資源増加の手法の一つに沿岸漁

場整備開発事業の一環 として実施されている増殖場

の造成がある。

図-1は 北海道乙部地 区に整備 されたエ ゾパ フ

ンウニを対象 とした増殖場を示 している。一辺が約

20mの 正方形の増殖場が水深3～8mの 範囲に配置

されている。その構造は図-2に 示すように、異型

ブロックで周 りを囲い(囲 礁)、その中に対象生物の

着定基質 となる石材を敷き並べる形式が一般的であ

る。
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図-1増 殖場の配置例(北 海道乙部地区)

図-2増 殖場の構造形式(北 海道乙部地区)

現状では石材の質量は沿岸漁場整備開発事業施

設設計指針(1993)1)に よって算定されている。こ

の算定法は明田ら2)によって導かれたものであ り、

安定質量が波浪による発生流速の6乗 に比例する形

式となっているため、条件によっては計算値が過大

となる場合がある。また、規則波実験結果に基づい

て定式化されているため、作用波数や被害率の影響

が考慮されていないなどの課題がある。

本研究では、不規則波を用いた安定実験により、

一般的な着定基質用石材の移動特性を明らかにし、

その安定質量算定法を提案する。

2.北 海道内における施工事例

表-1は 北海道内にお けるウニやコンブを対象

とした増殖場の施工例について、水産庁による調査

報告書2)な どを参照してまとめたものである。17

例のうち半数以上が水深5m以 内の比較的浅海領域

に施工されている。また、石材は30～1,000kg程 度

の中割石や大割石を用いる場合が多 く、積層厚は

0.6～0.9mが 標準的であった。

表-1増 殖場の施工例
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3.実 験方法

(1)実 験模型

実験 は図-3に 示す不規則波2次 元水路(長 さ28m,

幅0.8m,高 さ1.0m)に お いて実施 した。前面 の海底

勾配 は1/30と し、 これ に続 く水平床上に図-4に

示す増殖 場の模型 を設置 した。増殖場 の長 さは40cm、

設置水深は12,20お よび28cmの3種 類 とした。

増殖 場 の 囲礁 は直 方体 ブロ ック(縦5.0cm,横

5.0cm,高 さ3.2cm)で 作成 し、そ の中に2層 分 の石

材 を敷 き並べた。

(2)実 験波

実験波 は、1波 群200波 を標 準 とし、ブ レッ トシ

ュナイ ダー ・光 易型 スペク トル を 目標 とする不規則

波 を用 いた。実験周期 はT1/3=2.0,2.4お よび2.8s

の3種 類で、現地換算する と10.0,12.0お よび14.Os

となる。波高 につ いては各水深条件 に対 して砕波領

域 を含めた検討 を行 った。模型設置位置 にお ける有

義波高H1/3≒4.0～16.2cm(現 地換算:1.0～4.0m)

の範 囲で5～6種 類 に変化 させて石材 の移動 状況を

目視観測 した。 以上の実験条件 をま とめて表-2に

示す 。

図-3実 験水路

図-4実 験模型の標準断面

実験では密度が2.6g/cm3の 単 一材 につ いて 、波

高 と安定質量 の基本的な特性 を把握 した。平均質量

Mは1.9,2.6,4.0,6.1,7.5,15.0及 び19.2gの7

種類 に変化 させた。さ らに現地 の中割石(30～300kg)

を縮尺1/25で 再現 した図-5に 示す粒度構成 の石

材 につ いて も検討 を行った、

図-5石 材の粒度構成

表-2波 浪条件

(3)被 害率の定義

安定実験では、(1)1波 群200波 として徐々に大き

な波高を作用させる方法、および(2)一 定の波群を連

続的に3,000波 作用させる方法、の2種 類を用いた。

いずれの場合 も一連の実験が終了するまで石材の並

べ直しは行わず、移動した石材の数を累積した。観

察においては石材一個長以上の距離を移動(抜 け出

し)し た場合を 『被害』と定義した。なお、被害率

Dは 設置した石の総質量に対する移動 した石の総質

量の割合(%)で 示 した。

4.石 材 の耐 波 安 定 性

(1)石 材 の移 動 特 性

写 真-1は 、T1/3=2.8s,H1/3=14.3cmの 波 群 が200
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波作用 した後の石材の移動状況を示 したものである。

石材の移動個数は39個 で、このときの被害率Dは

2.2%と 計算される。

写真-1石 材の移動状況

図-6は 平均質量Mが6.1gの 単一材 を用いた場合

につ いて 、周期T1/3を パ ラメーター として波高H1/3

と被害 率Dの 関係 を示 して いる。表面波の影 響 を受

け易い水深h=12cmお よび20cmの 条件ではT1/3=2.0s

に比べて周期の長い2.4sお よび2.8sの 方が被害率

Dは 大き くな って いる。

図-7はh=20cm,T1/3=2.8sの 条件に対 して、単

一材(S-1)と 中割石(S-2)の 移動特性 を比較 し

た もので ある。それぞれ の平均質量Mは6.1gに なる

よ うに調 整 してある。S-1とS-2に 大 きな差 はな

く、中割 石の ような粒度分布 を有す る石材 に対 して

も、単一材の実験結果 を適用できる と考 え られ る。

(2)基 質用石材の安定数

混成堤基礎マウンド部や潜堤の被覆材の安定質量

は、以下に示す安定数Nsを 用いたHudson3)に よる

算定式で求められる。

(1)

図-6波 高と被害率(周 期の影響)

図-7波 高と被害率(粒 度構成の影響)
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ここに、Mは 被覆材の安定質量(D,ρrは 被覆材

の密度(t/m3),Srは 被覆材の海水 に対す る密度 比,

H1/3は 設計有義波高(m),Nsは 安定数である。

図-8は 安定数Nsと 相 対水深(h/L1/3)の 関係

を示 した もので ある。● 印で示 され ている実験値 は

被害率D=1%の 条件 に着 目 して、その安定限界波高 と

基質用石材 の質 量を式(1)に 代入 し求 めたもので

ある。h/L1/3が 小 さくな るとともに底面近傍 での

流 速が増大す るためNsは 小さくな る。

図-8安 定数と相対水深の関係

図 中の実線は実験結果 の下 限値 を示 した もので、

以下のよ うに定式化 され る。なお、Nsの 算定にあた

っては実験 を行 ったh/L1/3が0.04～0.09の 範囲

に適用 可能 である。

(2)

(3)安 定限界を上回る条件 に対する検討

h=20cm,T1/3=2.8sの 条 件 に対 して、安定限界 を上

回る波浪 を3,000波(200波 を15回)作 用 させて 、

単一材(S-l)お よび 中割石(S-2)の 被害特性 を

調べた。使用 した石材の平均 質量Mは6.1gと し、波

高H1/3は12.3cm及 び14.3cmの2種 類 とした。提案

式 よ り求めた安定限界波高をHDと す ると、それぞれ

の波 高は1.2HD及 び1.4HDと なる。

図-9はS-lの 被害率の変化 を示 している。最終

的な被害率Dは1.2HDで1.2%で あるのに対 し、1.4HD

では9.7%ま で進行 して いる。また、図-10に 示す

S-2の 場合 もS-1と ほぼ同様 な傾 向を示 してお り、

1.2HDで1.4%、1.4HDで は8.5%ま で進行 して いる。

以 上示 した実験 結果 を用い ることによ り、波浪条

件が厳 しい場合 に対 して も、 ある程度の変形 を許容

する ことで安定質量 に満たな い石材 を用い ることが

できる。

図-9波 数 と被害率(S-1)

図-10波 数 と被害率(S-2)

(4)既 往 の算定 式との比較

図-11は 基 質用石材を水深h=5.0m(T1/3=14.0s,

10.0s)及 びh=3.0m(T1/3=14.0s)の 位置 に設置す

る場合 の波高 と安定質量の関係 を示 した ものである。

図中の実線 は提 案式、点綿は従来の算定式 を表 して

いる。

両者の質量算定における傾向としては、従来の場

合は砕波形態(砕 波,非 砕波)の 感度が厳しく表さ

れているのに対 して、提案式では波高の増大 と安定

質量の関係がなめらかになっている。両者の質量算
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定については被害の定義が異なるため直接的な比較

は難しいが、水深が比較的大きな地点で周期が短い

場合には、提案式では従来式に比べて安定質量が小

さく計算される傾向がある。

図-11質 量算定式の比較

5.ま とめ

本研究で得 られた主要な結論を以下に示す。

(1)磯根水産生物の着定基質用石材の安定質量算定

法を提案した。算定式はハ ドソン型とし、安定数

Nsを 水深波長比h/L1/3の 関数として定式化し

た。

(2)現地における中割石を対象とした検討を行い、石

材の粒度分布が安定性に及ぼす影響を明らかにし

た。

(3)安定限界を上回る波浪の作用 による基質用石材の

移動特性を明らかにした。

本研究では一般的な増殖場を対象として基質用石

材の耐波安定性を明らかにした。なお、今回は海底

勾配の影響を1/30と した実験を示 しているが、今

後引き続き、海底勾配の影響について検討する予定

である。また増殖場としての機能は、基質 となる石

材の粒度構成によって大きく変化することが知 られ

ている。中割石や大割石といった一般的な規格 とは

異なる石材の耐波安定性についても評価が必要であ

る。

本研究での水理模型実験の実施にあたっては、北

海道東海大学海洋開発工学科の高橋良氏の協力を得

た。ここに記 して謝意を表する次第である。
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